
『統計学』第 号 年 月

はじめに
「県民経済計算」は，一定期間（ 年間）
の県内の経済活動を総合的にみるために作成
される統計である。統計調査は，それぞれの
目的に合わせて期間，場所，分類など異なる
定義により行われているが，「県民経済計算」
は，国際連合が定めた という統計体系
に基づき県内経済を包括的にとらえた統計で，
いわゆる「県経済の決算書」とも言われ，地
域経済の分析や産業・経済施策立案の基礎資
料として利用されている。
一方で，「県民経済計算」は膨大な統計資

料を基に作成されていることから公表が 年
半後で，全都道府県データが出そろうのが，

概ね 年後であるため，足下の地域経済の動
向をあらわすデータとしては利用されていな
い。
そこで，一部の府県では，「県民経済計算」

の利用を進めるため，回帰分析など統計的手
法を用いた四半期速報が作成されており，こ
の四半期速報は概ね ヶ月後に公表されてい
るが，確報データとかい離が生じることから
統計利用者に対して混乱を与えるといった誤
解などもあって作成に消極的な府県が多い。
研究上及び統計実務上の視点から「県民経
済計算」の推計の現状と問題点について整理
し，「県民経済計算」の利活用を広げる努力
が求められている。本稿は，こうした問題意
識に基づき，県民経済計算に関する推計方法
の課題について利活用という視点から考察を
行うこととしたい。
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要旨
県民経済計算は，国民経済計算体系の概念や仕組みを県域に援用し，県内経済活

動により生じた付加価値額を，生産・分配・支出の三面から総合的・体系的に把握
し，県の経済規模，産業構造及び所得水準を明らかにしたものである。
兵庫県では，確報の公表は，資料入手の制約から推計年度終了後， ヶ月後のた
め，統計的手法により四半期速報を作成し，四半期終了後， ヶ月後に作成している。
県民経済計算は，地域経済の動向を示す総合的な経済統計として位置づけられて

いるが，その活用は限られたものにとどまっている。
県民経済計算データの今後の利活用のためは，統計表の表章項目の改善，統計指

標の作成，経済効果推計ワークシートの作成などによる政策への活用を広げていく
必要がある。
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１ 県民経済計算（確報）推計の現状
1.1 県民経済計算の概要
県民経済計算は， 年間に生み出された「付
加価値」を生産，分配，支出の つの側面か
ら捉えることで，県経済の実態（構造，経済
規模，経済成長率など）を明らかにするもの
さしである。県民経済計算（確報）の公表は
資料入手の制約などにより推計対象年度終了
から約 年 ヶ月後となる。四半期別県内

速報（ ， ）は推計
対象期終了後，約 ヶ月後に公表している。
毎年，各種の統計資料を基礎として推計が行
われているが，当該統計調査の中には， 年
ないし 年に一度しか実施されないことや結
果の公表までに年月を要し，毎年の推計に利
用できない場合がある。このため，これらの
統計調査の結果がまとまるのを待って，毎年
の推計（速報）及び短期的な遡及改定（確報）
とは別に， 年ごとに名目値を遡及改定する
作業を行っている。実質値は，可能な限り最
近の経済実態を反映した価格体系により算定
するため，評価の基準となる年次を改める作
業を行っている。これらの作業が基準改定で
ある。基準改定のベンチマークとなっている
統計が産業連関表であり，この産業連関表（基
本表）が 年ごとに公表されるのを待って，
県民経済計算（確報）データは， 年ごとに
基準改定が行われる。このように公表される
県民経済計算について兵庫県における地域別
データ表章は，表 のようになっている。

1.2 県民経済計算の推計方法
都道府県が作成する県民経済計算は，内閣
府経済社会総合研究所（ ）「県民経済計算
標準方式（平成 年版）」及び同（ ）「県
民経済計算標準方式推計方法（平成 年版）」
に準拠して推計を行っている。県民経済計算
の概念と相互関連は図 のとおりである。
県民経済計算は，地域データが国データと
比べ少ないため，基礎統計の制約を踏まえつ
つ推計している。直接推計は，必要な県の数
値が基礎統計にあればそのまま用いる。資料
がない場合は，複数指標の加工による推計は，
たとえば数量に単価を乗じて推計する。県の
数値の総額のみがあれば，総額はそのまま用
い，内訳は関連する統計から算出した構成比
で総額を分割して算出する。必要な県の数値
が基礎統計になければ，関連する統計から算
出した対全国比で国値を分割して算出する。
時系列データがない場合は，ベンチマーク値
（総務省「国勢調査」）に補助系列（厚生労働
省「毎月勤労統計調査」）の増減率を乗じて
推計する方法や過去 時点間の増減率を利用
した延長推計がある。
理論体系上，自動的に算出される値で統計
上の不突合はデータの精度確認に用いられる。
生産系列では，各種資料を用いて経済活動
別に産出額を推計する。中間投入額を推計す
る。産出額－中間投入額により総生産額を算
出する。固定資本減耗，生産・輸入品に課さ
れる税から補助金を控除したものを推計，控

表１ 統計データの地域別データ表章例

データの所在 大規模 中規模 中規模 小規模 小規模

全国 ○ ○ ○ ○ ○
地域ブロック（近畿地域等） ○ ○ ○ ○ －
都道府県 ○ ○ ○ － △
政令指定都市 ○ ○ － － ○県庁所在市
市町村 ○ － － － △県庁所在市

備考 全数調査 サンプル調査 サンプル調査 サンプル調査 サンプル調査
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除し要素所得を算出する。
分配系列では，各種資料を用いて雇用者報

酬，財産所得を推計する。生産系列で算出さ
れる要素所得－雇用者報酬により，営業余剰
を算出する。営業余剰に財産所得の受払を考
慮し企業所得を算出する。雇用者報酬，財産
所得，企業所得を項目別に推計し県民所得を
算出する。その他の経常移転を推計，加算し
県民可処分所得を算出する。
支出系列では，各種資料を用いて消費支出，

総資本形成を推計する。財貨サービスの移
出・移入を推計する。合計値と生産系列の総
生産額との差額を統計上の不突合として算出
する。すべてを加算・控除することにより総
生産額に等しい総支出額を算出する。これら
の主要系列表を統合整理し，一部項目を別途
推計することによって作成したものが，県内
総生産・総支出勘定である。県内経済全体の
統合生産勘定であって，市場価格表示で評価
した供給面から推計した県内総生産（生産側）
及び需要面から推計した県内総生産（支出側）
のバランスを表したものである。
県民経済計算の付表として，経済活動別就

業者数及び雇用者数は経済活動別の労働力投
入量を年間平均就業者数，雇用者数で示した
ものである。経済活動別分類は日本標準産業
分類ではなく， 分類による。いくつか
の仕事を兼ねている者，あるいは カ所以上
の事業所に雇用されている者（二重雇用者）
などは別々に計上するため，総務省「国勢調
査」データとは一致しない。
県内総生産の実質値を算定する方法として
固定基準年方式と連鎖方式がある。固定基準
年方式デフレーターは，ある特定の年を基準
年としたパーシェ型物価指数であるが，基準
年から離れるほど比較時点における財・サー
ビス間の相対価格が拡大し，下方バイアスを
持つ傾向があると一般的に言われている。こ
れに対して，連鎖価格デフレーターは前年を
基準年とし，それを毎年積み重ねて接続する
方法を用いるため，固定基準年方式デフレー
ターのようなバイアスの問題が解消され，真
の物価指数により近いと言われている。加法
整合性が成立しないため，経済構造分析には
適当ではないという問題も存在する。
国民経済計算では 年 月に連鎖価格

兵庫県民経済計算公表データ（毎年度）の概要
① 基本統計表（基本勘定表と主要系列表）
基本勘定：県内総生産勘定，県民可処分所得と使用勘定，資本調達勘定（実物取引），県

外勘定（経常取引），所得支出勘定：非金融法人企業，金融機関，一般政府，対家計民間非
営利団体，家計（個人企業を含む）
主要系列表（生産系列，分配系列，支出系列），実質値（生産系列： 年連鎖価格，支

出系列： 年固定基準年）
② 付表・明細表
経済活動別就業者数・雇用者数（居住地ベース，就業地ベース），社会保障負担の明細表，

一般政府から家計への移転明細表（社会保障関連）
③ その他のデータ
長期時系列（ ～ 年度：概念調整方式， ～ 年度： ， ～ 年度：

年基準， ～ 年度： 年基準），県民勘定行列（経常勘定，蓄
積勘定，県外勘定の県内経済循環構造フロー部分の一覧表， ～ 年度）サテライト勘
定（地域環境経済統合勘定： ， ， ， 年度）， 乗数分析推計ワークシート
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デフレーターを正式に導入したが，県民経済
計算では，県の特性を反映させた県独自の連
鎖価格デフレーターが作成できないため，固
定基準年方式デフレーターによる実質値（県
内総生産支出側），連鎖価格デフレーターに
よる実質値（県内総生産生産側）の 種類を
推計している。

1.3 県民経済計算（確報）の活用と課題
県民経済計算データで注目される指標は経

済成長率には，名目値，連鎖方式による実質
値，固定基準年方式による実質値の 種類あ

り，県の経済規模や経済力を示す指標で景気
の足下の状態を明らかにすることができる。
県民所得を総人口で除した 人当たり県民

所得は，地域の所得水準を明らかした地域の
豊かさを示す一つの指標である。所得が一定
であれば，人口減少により一人当たり県民所
得が増加する現象も発生している。近年，高
齢化に伴い，年金などの移転所得が増加して
いる。これはフローで把握した付加価値の県
民所得には含まれない。県民所得に経常移転
を加えた県民可処分所得が県民の所得水準を
あらわす所得としてみる場合がある。

（名目値，金額単位：百万円）
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図１ 兵庫県民経済計算の概念と相互関連（2006年度）
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このほか，生産性をあらわす指標として，
雇用者報酬を居住地ベースの雇用者数雇用者
で除した 人当たり雇用者報酬は雇用者の所
得の状況を明らかにする。県内総生産を従業
地ベースの就業者数で除した就業者 人当た
り総生産は労働生産性の状況を明らかにする。
雇用者報酬を県民所得で除した労働分配率は
生産活動によって得られた付加価値のうち，
労働者がどれだけ受け取ったかを示す指標で
ある。
地域レベルのデータが得られない場合，国

値を使用して推計すると，国のトレンドに近
似するため，可能な限り地域の独自性をあら
わす統計指標による推計が望ましい。細かい
部門で推計すると地域データの制約から国
データに依存する割合が高くなり，産業構造
の違いのみを反映したプロダクトミックスに
よる方法で地域性が反映することになる。
鉱工業指数などの指数データは，基準年の

変更，分類変更など推計対象である産出額と
概念調整が必要である。事業所の統廃合等に
より生産活動の性格が変化した場合，経済活
動との動き以外の誤差が集積する可能性があ
る。
地域経済統計は，国では調査期間終了後，

約 ヶ月，県では国からの還元データを利用
してデータ加工を行うため，鉱工業指数など
約 ヶ月後速報値が公表される。速報値の一
部は確報値公表時には改定されるため，速報
値を加工したデータは留意する必要ある。

２  四半期別兵庫県内GDP速報（兵庫QE）
の概要

2.1 兵庫QEの概要
県民経済計算確報は，公表時期が該当年度

の 年半後と遅い課題を抱える。推計に用い
られている各種統計の多くが約 年後の公表
であるため，県民経済計算（確報）も該当年
度の終了後から概ね 年半を経過した時期の
公表となっている。このため，確報は足下の

経済動向を把握するというよりも事後的に把
握するものとして利用されている。確報に代
わるものとして四半期別県内 速報（ ）
を作成している。
短期の地域総合経済指標が限られている中，
県経済の規模や推移をさらに早く，きめ細か
く捉えることができる経済指標が求められて
いる。全国レベルのものとして国の があ
るが，県内の経済動向とは必ずしも一致して
いない。県域の を作成することにより地
域経済の経済動向や経済実態の適切な把握を
可能にする。
内閣府の「四半期別 速報」を用いた

景気変動分析は，直近のごく短期間の足元の
経済変動を見るため，季節調整済値の対前期
比較により行われており，兵庫県においても
同様の比較方法により計数の比較を行ってい
る。直近の経済成長率の推移は図 である。
前期との比較では，足元の経済の勢いをつ
かむには，当期が前期に比べてどの程度伸び
たのかを知る必要がある。原系列値には，た
とえば年末（ － 月期）の消費が景気の
良し悪しにかかわらず常に大きいといった季
節要因があるため，これを季節調整で除去し
た後，前期と比較する。前年同期との比較で
は，当期と前年同期とは季節要因が同じであ
るため，原系列値による比較ができる。季節
調整済値を用いた前期比較に比べると，期ご
との振れが小さく，滑らかに動く傾向がある。
このため，景気の回復局面と後退局面を大局
的に見分けやすいといった利点がある。前期
比比較の理由は，直近の経済の動き（勢い）
を見るには，季節調整済値の前期との計数比
較の方が適当である。前年同期との比較は，
年前との比較であり，前期や前々期から当
期までといった直近の変化を表していないた
め，景気の転機を敏感につかめない場合があ
る。
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2.2 兵庫QE推計の概要
四半期別県内総生産（支出側）速報は，過

去の県民経済計算の年度確報値と推計する項
目の関連基礎データを用いて回帰分析により
年度の回帰式を作成する。これを関連基礎
データにより四半期に分割し，四半期別の回
帰式を作成，この式に関連基礎データを代入
して当該四半期の予測値を推計する。県民経
済計算の支出系列である県内総生産（支出
側）の各項目について年度の動きを説明する
経済指標を見出し，これを説明変数とする年
度単位のモデル式を回帰分析により推定する。
県民経済計算の年度値をモデル式の係数と説
明変数により各年度の値にリン・チャウ法を
適用し四半期値に分割する。支出項目の四半
期名目値について経済指標（補助系列指標）
を説明変数とするモデル式を回帰分析で推定
する。推定したモデル式に直近時点までの四
半期値を代入して支出項目の四半期速報名目
値を直近時点までに推計する。
次に，四半期名目値を実質化するための四

半期デフレーターを求める。県内総支出の各
項目の年度デフレーターについて補助系列指
標を説明変数として回帰分析でモデル式を推
定すると同時に過去 年分の実績見込みのデ

フレーター値を推計する。四半期分割値と補
助系列指標を用いて四半期単位のモデル式を
推計し四半期デフレーターを直近まで推計す
る。この四半期デフレーターを用いて，四半
期別名目県内総生産を四半期別デフレーター
で除すことにより支出項目の四半期速報・名
目値を実質化する。
季節的な変動要因を除去して経済の定常的
な動きを見るために作成されたデータを季節
調整系列（季節調整済）データといい，除去
する前のデータを原系列データと呼び区別し
ている。季節調整系列は，四半期実質値を季
節調整することにより，気候や社会習慣等の
影響によって生じる季節変動を除去する。算
出した四半期実質値には季節的変動が含まれ
るため，これを除去して各四半期間を比較す
るため， － － による季節調整を適用
する。
推計式がどの程度過去のデータの推移を式
に反映して説明できているかについて指標と
なる統計量や経済理論的な符合条件から試算
モデルの適合性を評価する。兵庫 の推計
モデルの採用基準は表 のとおりである。予
測値が，確報値とどの程度乖離しているか開
差率により予測精度の良否で試算モデルの適

▲
▲

▲

▲▲▲

▲

▲

－ － － － － － － － －
年期

％

全国 兵庫県

図２ 四半期別実質季節調整済経済成長率の推移（全国・兵庫県）

（注）四半期別 速報の実質額及び実質経済成長率については，全国は 年連鎖価格，兵庫県は
年固定基準年方式に基づく。
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合性を評価する。開差率が小さい試算方法が
最良であると考えられる。確報公表時点で県
内総支出及び各推計項目で± ％以上の乖離
がある場合，推計モデルで使用した説明変数
に採用した統計指標の見直しを検討する。
符合条件として常識的に見た経済理論的条

件に反する符合を示す係数推定値を得た変数
は除外する。符合条件のケースは，正か負の
いずれかである。今回の説明変数，被説明変
数は正の相関関係である。ただし，民間設備
投資，純移出入の 系列は負の相関関係であ
る。地域変数を優先する。たとえば，同程度
に説明力を持つ変数である場合，全国ベース
のデータより地域変数を採用する。

2.3 兵庫QE推計上の問題点
年 回公表している確報値と速報値には，

推計データや推計方法の相違があるため乖離
が生じる。推計時点で入手可能である国の速
報値などの早期に入手できる速報性の高い
データは，全数調査ではなくサンプル調査で
あり，早期入手データの使用による推計誤差
が大きくなる傾向がある。推計に使用する
データの種類が限られ，確報値推計資料の

程度以下の指標で推計を行うことから推
計精度は低くなる。兵庫県特有の問題として
阪神・淡路大震災によるデータの異常値が存
在し，誤差が拡大する要因の一つとなってい
る。
名目県内総生産（支出側）は全体の積み上

げ値ではなく主要項目のトレンドによる推計
値である。移輸出入データの精度上の問題や

統計上の不突合が含まれるといった誤差が多
くなるため，純移出入と統計上の不突合の合
計値の動きが規則性を持つ可能性がある。
県内総生産の季節調整系列を推計する季節
調整は，原系列の計数を季節調整値で割るこ
とにより季節変動を除去する。季節調整値は，
「センサス局法（ － － ）」により算出
している。公的資本形成など政策的に需要が
決まる変数や在庫品増加等の計数は不安定な
場合が多いため季節調整がかかりにくい。
県内 四半期速報は， 年 月現在，
県（内閣府経済社会総合研究所調べ）の

作成にとどまっており，地域別のデータの比
較が困難である。回帰分析による推計は，過
去のトレンドの延長になり，経済の構造変化
が認められた場合，推計誤差が拡大する。

2.4 供給側兵庫QEの概要
① 推計方法の概要
供給側統計の動きで経済構造や の推

移が説明できる。県では，データが充実して
いる供給側関連統計の動きで説明が可能にな
るとともに政策判断資料として使用される機
会が増加する。需要側と供給側データの突合
による二面等価により統計上の不突合の大き
さが把握でき，推計方法の改善により統計上
の不突合の縮小をはかることができる。
② 推計上の問題点
供給側データの推計上の問題点は，産出額
推計の基礎統計のうち推計作業を行う際の対
象となる四半期について， か月目の数値を
入手できないもの，基礎統計が「月ごとに揺

表２ 兵庫QE推計モデル採用基準

順位統計量 判断基準 統計量の意味

符号条件 非負条件 経済理論の合致適正を見る
値 概ね 以上 説明変数選択の適否を見る
自由度修正済決定係数 極力 に近い値 回帰式の説明力を見る
ダービン・ワトソン比 極力 に近い値 回帰式の信頼度を見る
その他 地域変数優先 地域独自性を反映する
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れが大きい」場合の補正方法などである。特
に，サービス部門の基礎統計が十分に揃って
いない。直近月次データ数値未公表のための
データ処理は次により推計を行う。地域レベ
ルでは得にくいため国値により推計すると，
国のトレンドになりやすいため，できるだけ
国値の使用を避け，可能な限り地域の独自性
をあらわす統計指標による推計が望ましい。
地域の独自性を反映した経済の動きを捕捉

するためには細分化した産業別実測値の積み
上げによる推計が必要である。サービス業な
ど部門によっては地域データがない場合があ
る。部門を細かくすればするほど，指標の動
きは国の動きに依存する割合が高くなり，産
業構造の違いのみを反映したプロダクトミッ
クスによる方法でしか地域性が反映しない。
指数データは，基準年の変更，分類変更な

ど推計対象である産出額と概念調整が必要で
ある。指数データでは調査対象事業所の入れ
替えによるデータに断層が生じた場合，
ギャップ調整によりある程度，月次データ間
の断層処理がされている。事業所の統廃合等
により生産活動の性格が変化した場合，経済
活動との動き以外の誤差が集積する可能性が
高い。
現行の経済統計データの公表状況は，国

データが調査期間終了後，約 ヶ月遅れ，今
回産出額推計に使用した鉱工業指数，毎月勤
労統計調査などの県推計データは約 ヶ月後
である。この点を考慮すると四半期別産出額
の実績値を使用した推計方法を採用するので

あれば，当該四半期終了後，約 ヶ月後に試
算が可能である。その試算値が使用できるか
どうかは，確報値と速報値とのかい離が一定
範囲以内（たとえば ％以内）であるか，増
減率の符号が一致しているかを検討する必要
がある。

３ 兵庫QEの推計手法と活用
3.1 兵庫QEの推計資料
推計の対象系列は，国 の推計基礎デー

タが得られる支出系列及び生産系列の推計で
あり，分配系列は，統計データの制約から推
計されていない ）。支出系列は，月次データ
が比較的得られる消費，投資関連の統計デー
タが含まれている。四半期ごとに把握・推計
することが比較的困難な在庫品増加や地域経
済特有の推計項目である移出入，統計上の不
突合の項目が含まれていて各項目の値を合計
して得られる経済成長の推計が難しい系列で
あるが，推計のために用いる 次統計データ
の入手状況を考慮すると現状ではやむを得な
い。
① 消費
民間最終消費支出は，家計における食料品，
電気・ガス代等の消費支出額を合計したもの
で，支出系列における需要項目で最も大きな
ウェイトを占め安定的な動きを示している。
消費支出は，可処分所得の動向や消費性向の
動向が消費支出の動向を決定する要因の一つ
であると考えられる。
政府最終消費支出は，一般行政，教育，警

四半期別県内総生産の推計方法1）

四半期別県内総生産＝四半期別県内産出額（ ）×四半期別付加価値率（ ）
（生産総額）：関連する月次データで早期（概ね ヶ月以内）にデータが得られる補助系列
データの増減率（対前年同期比）を用いて推計した。製造業は生産活動の動向指標である
鉱工業指数の増減率，サービス業は給与総額（「毎月勤労統計調査」）の増減率である。
（産出額に占める付加価値の割合）：県民経済計算（確報）から次により推計した。
付加価値率＝ －（中間投入額 県内産出額），中間投入額：原材料等の総額
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察など政府サービス活動の合計金額で雇用者
所得，中間消費，固定資本減耗，純間接税（生
産・輸入品に課される税），商品・非商品販
売から構成されている。県・市決算書からデー
タを入手し，当初予算， 月補正予算， 月
補正予算確定後，随時補正する必要がある。
② 投資
総固定資本形成は，生産者による土地，建

設物，機械，装置などの有形固定資産の取得，
改良費である。民間総固定資本形成と公的総
固定資本形成からなる。
民間総固定資本形成は民間住宅，民間企業

設備，民間在庫品増加からなる。民間住宅投
資は，住宅の新築，改築に要した工事費であ
り，住宅の新築，増改築に対する支払を言う。
ただし，宅地の購入費用は含まれない。民間
企業設備は，生産のために使用する機械設備，
建物に対する支出であり，企業活動を維持，
拡大するために行う建物，機械設備などへの
投資である。民間企業設備は，民間消費と比
べると変動の幅が大きく景気への影響は消費
より大きい。需要面の大きな構成要素である
だけでなく，資本ストックとして供給面に影
響を及ばすなど中長期的経済活力を決める要
素となる。
民間在庫品増加は，企業保有，政府貯蔵の

原材料，仕掛品，完成品の物量的変動の価額
をいう。企業が取引を円滑に行うため原材料
や製品を手元に持っておくために発生する。
また，短期的な景気循環の原因にもなり，

生産活動に必要な原材料の手持ち分である原
材料在庫，企業が抱えている製造過程にある
商品である仕掛品在庫，企業が保有する完成
品の在庫である製品在庫，卸売・小売店が保
有する完成品の残高である流通在庫からなる。
公的固定資本形成は，公的住宅，公的企業

設備，一般政府投資，在庫品増加からなる。
公的資本形成の定義は，政府，公的企業が使
用する機械設備，建物に対する支出であり，
政府が作る道路やダム，橋，公的企業の設備

投資など公的部門在庫投資を除く投資活動全
般（国，地方が支出する金額）の合計であり，
国民生活に必要な社会資本整備のために実施
される。
公的企業設備は，公的企業が行う設備投資
の合計である。公的在庫品増加は，公的企業
が保有する製品，仕掛品，米麦在庫，備蓄原
油など原材料在庫である。
③ 外需等（純移出入・統計上の不突合）
純移出入は，移出，輸出及び控除項目とし
て移入，輸入からなる。移輸出は，経済全体
の需要に大きく左右され，移輸入は域内需要
の大きさに左右される傾向がある。輸出入は
商品財，旅行などサービス取引のほかに為替
レートの変動にも左右される。
県内総生産と県内総支出のように概念上一
致すべきものであっても推計上の接近方法が
異なっているため推計値に差が生じる。この
差を統計上の不突合といい，県民経済計算で
は勘定体系のバランスを図るために支出系列
に表章される。理論値から実績値を差し引い
た残差が推計精度を見る指標の一つである。
④ 県内総生産（支出側）
県外需要の統計値は，統計資料の制約から
データの信頼性が余り高くないため，名目県
内総支出額は，民間最終消費支出，政府最終
消費支出，県内総資本形成の合計値である県
内需要のトレンドで近似する。実質県内総支
出額は，基準となる年の価格表示の数値を特
定の時期の価格に換算した数値で実質値は経
済全体の規模を示すための代表的な指標とし
て使用される。固定基準年方式のデフレー
ターは比較時ウェイト固定のパーシェ方式に
より作成する。ここで得られた各期のデフ
レーターで名目値を実質化しても得られる実
質値の年度分合計が年度実質値と一致しない
場合があるため四半期デフレーターで得られ
た実質値を調整する必要がある。
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3.2 兵庫QEの推計項目と問題点
年 回公表している確報値と には，推

計データや推計方法の相違があるため乖離が
生じる。推計時点で入手可能である国 な
どの早期に入手できる速報性の高いデータは，
全数調査ではなくサンプル調査であり，早期
入手データの使用による推計誤差が大きくな
る傾向がある。 推計に使用するデータの
種類が限られ，確報値推計資料の 程度
以下の指標で推計を行うことから推計精度は
低くなるため， 推計モデルの乖離（開差
率＝速報値 確報値）を，項目ごとに開差率
％以内におさめるよう推計モデルを検証す
る。兵庫県特有の問題として阪神・淡路大震
災による統計データの異常値が存在し，誤差
が拡大する要因の一つとなっている。特に，
外需（純移出入）の推計資料が，震災の影響
が残る産業連関表（ 年表及び 年表）
を使用しており， 年度の統計上の不突
合は， 兆 億円で構成比 ％を占めて
おり， 年度以降で最大となっている。
① 消費（最終消費支出）
民間最終消費支出では供給側商業関連統計

は，法人需要が含まれており，個人分をとり
除くことが困難である。商業販売統計は卸売
小売大型小売店が対象，民間消費のカバレッ
ジが低い。百貨店販売統計は衣料品の占める
割合が高く，天候や休日要因に左右される。
チェーンストア販売統計は飲食料品の占める
割合が高い。需要側消費統計では家計調査が
月次ベースで継続的にサービスを含む家計消
費支出の詳細な情報を得ることができるが，
家計調査のサンプルは，兵庫県内分でのサン
プル（ 世帯）は十分に確保されておらず，
標準誤差率が大きい。自動車等の購入頻度の
低い財についてサンプル入れ替え等による
データの不規則変動が除去しにくい。
政府最終消費支出は推計データの問題点は

当データが年次データしかなく，四半期分割
指標，特に年度末値が不安定になりやすい。

当初予算，補正予算等の年度内変更があり，
四半期がパターン化しにくい。
② 投資（総固定資本形成）
民間総固定資本形成は当初の工事予定ベー
スで把握されている工事予定額を工事の実態
ベースである進捗ベースへの反映が必要であ
る。民間在庫品増加は，在庫品増加の動きは
過去のトレンドとは関係なく，不規則に動く
ためとらえにくい。
公的固定資本形成では，公的住宅投資は全
住宅投資から民間住宅投資を控除した残差推
計のため，両者の変動が小さくても公的住宅
にすると大きな動きになる場合がある。公的
企業設備は着工時における予算計上のデータ
しかなく，進捗ベースの統計が得られにくい。
一般政府投資は，国，地方の予算や財政投
融資計画など政策的に規定される傾向があり，
経済対策の実施などで大きく変動する傾向が
ある。公共工事は予算成立直後の年度初めに
少なく， ～ 月や年度末である 月に増え
る季節変動や経済対策の実施により不規則に
変動する。公的在庫品増加は，在庫推計資料
の制約のため，残余から求める方法がある。
③ 外需等（純移出入・統計上の不突合）
財貨・サービスの移出入は県外市場の需要
動向の指標として，消費，投資データなど，
国内市場の需要動向の指標として為替レート
などが考えられる。推計資料が 年に一度の
データである経済産業省「産業連関表商品流
通調査」など限られたデータしか利用できず，
また，一定のデータの精度が確保できる推計
手法が確立されていない。統計上の不突合は
生産系列の四半期速報の推計が困難なため直
近年の固定による暫定値を用いる。
④ その他
県内総生産（支出側・名目）は，全体の積
み上げ値ではなく主要項目のトレンドによる
推計値である。移輸出入データの制度上の問
題もあり統計上の不突合が含まれているなど
積み上げは誤差が多くなるため，純移出入＋
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統計上の不突合の動きが規則性を持つ可能性
がある。
県内総生産（支出側・実質）の推計に用い

るデフレーターは国民経済計算デフレーター
の使用割合が高く，企業物価指数（日本銀行）
は全国指数のみの公表であり，地域の代理指
標が少ない。推計項目別にみると国計数の使
用割合が高いため，地域特有のトレンドが現
れにくい。

3.3 兵庫QEの活用
公表時期が期間終了後から約 ヶ月後と早

期化されるためより直近に近い時期の県経済
の動きを把握できる。年度内の推移を年度か
ら四半期ごとに明らかにすることができると
同時に，消費や投資などがどのように県経済
の成長に寄与しているかを把握し，経済主体
需要項目別要因分析ができる。直近の項目別
寄与度の状況は図 のとおりである。
景気動向指数や他のいくつかの機関が発表

しているデータや経済レポートなどとも併せ
て県経済の動向の実体をより総合的に把握，
分析することが可能となる。これにより行政
においては行政計画推進のための現状把握基
礎資料，予算編成時の歳入見込みの資料など
の経済・財政施策目標の設定や公共事業の結

果を早期に判断するなどの諸施策の評価に役
立てることができる。民間においては調査研
究機関の現況景気判断や経済分析，企業の経
営計画の基礎資料としての利用が考えられる。
活用上の問題点として，データの利用目的
は，地域レベルの経済政策を発動する際に必
要となる足元の景気の早期把握である。実際，
県ベースの設備投資のデータがない場合や需
要項目別寄与度で移出が最大の寄与となった
場合，説明が困難である。現在，県 の作
成は，一部の府県にとどまっており，地域別
のデータの比較が困難である。

４ 県民経済計算サテライト勘定の概要
4.1 兵庫県民勘定行列の概要
県民勘定行列は，生産勘定，蓄積勘定，県
外勘定における県内経済循環構造のフロー部
分を一覧表にしたものである。この勘定の作
成目的は，財貨・サービスの生産および需要
の把握である。産業連関表は産業別に詳細に
記録するが，付加価値と最終需要の間にある
所得循環を記録対象としない。付加価値の生
産・分配・再分配・支出の経済循環の把握で
ある。県民経済計算は完全接合性を持つ勘定
体系で把握するが，それらを 型勘定群で示
すことが多く，勘定間のつながり，取引を通

図３ 項目別実質県内総生産（支出側）（季節調整系列）増加寄与度

▲

▲ ▲

▲

▲

－ － － － － － － － －

％ 民間需要 公的需要 外需等（純移出等） 県内総生産（支出側）

年期
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じた所得の流れなどを明示しない。
経済循環をひとつの行列上に体系的に記録

したものである県民勘定行列は，それと整合
的に移輸出入，域外で得た雇用者報酬の域内
での支出などを計上するため，域外との取引
額が大きい地域における経済循環を把握，表
示することができる。
県民勘定行列は全体の経済循環を壊すこと

なく，一部の取引を集計・分割できる。関連
統計を用いて産業別の生産勘定の分割を行う
ことができる。行列演算を用いて，県民勘定
行列を 乗数モデルと言われる経済モデ
ルに展開することにより，移輸出の増加など
外生変化が，一定の仮定のもと，経済循環を
通して生産，家計所得，税収など県経済に及
ぼす影響などが考察できる。

4.2 環境経済統合勘定の概要
地域における環境と経済の関係を体系的に

把握するため， ～ 年度，内閣府が設
置した「地域における環境経済統合勘定の推
計作業に関する研究会」において，兵庫県に
おけるハイブリッド型統合勘定のプロトタイ
プの「環境経済統合勘定（標準型）」が作成
された ）。兵庫県環境経済統合勘定基本表は，

兵庫県における経済と環境の相互関係を可能
な限り網羅的かつ整合的に記録したものであ
る。経済活動を測る県民勘定と，それに伴う
環境への負荷を物量勘定として並列表記され
た勘定である。環境経済統合勘定は，経済活
動から排出される廃棄物処理関連財が，再生
利用に再投入されたり，焼却あるいは最終処
分場に運搬され廃棄されたりするプロセスは，
経済領域内での活動である。そこで，全国版
のように，これらを環境領域の物質フローと
みなして物質勘定に記録するのではなく，県
民勘定行列に付表を設け，経済領域における
経済活動を伴う物質フローとして，物量単位
で詳細に記録できるよう配慮した。経済活動
から排出される大気汚染物質や水質汚濁物質
は，事業所内の内部的処理活動の物質的成果
として削減された形で環境領域に排出される。
兵庫県表では，この内部的処理活動を物量
単位で明示的に記録する仕組みを設けている。
これは，これまで明示されてこなかった事業
所独自の削減努力や地方自治体の環境政策に
呼応した事業所内の活動に光をあて，これを
評価しようとするものである。
県民経済計算から県民勘定行列を作成した
あと，廃棄物処理関連活動や内部的環境保護

図４ 環境経済統合勘定基本表概念図
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活動が明示できるよう財貨サービス分類や活
動分類に変更を加えている。特に，兵庫県産
業連関表から作成された環境保護サービス関
連計数の分割表を県民勘定行列に組み込んで
いるため，各種の環境関連活動が経済活動全
体の中で把握できる。環境経済統合勘定基本
表の概念図は図 のとおりである。県民経済
計算統計を行列形式で表示した貨幣単位の県
民勘定行列（ ：
）が置かれ，その外側（右及び下側）に

物量単位の環境勘定（ ：
）が配置されている。

4.3 サテライト勘定の活用
経済活動と環境負荷の関連性を分析する手

法として （ ：社
会会計行列）乗数分析がある ）。これは，公
共投資や移輸出の変化などが経済循環（中間
取引，所得循環，貯蓄および投資）を通じ，
財貨・サービスの生産，家計所得などに与え
る経済波及効果を分析する手法である。ここ
では，環境経済統合勘定をもとにした環境・
経済モデルにより，生産額増などの外生変化
が経済循環を通じ産業の生産活動，民間の消
費活動にもたらす影響などを 乗数分析
ワークシートにより推計する ）。具体的には

乗数モデルは列構成比を一定とし，各
部門は受取額に比例してそれぞれの支出を行
うと仮定する。乗数を時系列的に比較するこ
とにより支出構成の変化が複合され，移輸出
の増加など外生変化が家計にもたらす影響を
どのように変化させたのか考察できる。

＝ ・ ＋
：内生部門 について行和，列和から
成る列ベクトル

：支出係数 から成る正方行列
：外生部門からの支出額 から成る
列ベクトル

これを について解くと， ＝（ － ）－・
を得る。（ ：単位行列）

（ － ）－ は，外生ベクトル の変化が，内
生化された取引を通じ，各産業の生産額，付
加価値額，（制度部門別）所得額などの各内
生部門の受取額にもたらす乗数である。

乗数分析ワークシート（注）は，生産物
増加の経済活動・環境負荷への影響，支出割
合の変化による影響である。各部門は受取額
に比例して，それぞれの支出を行うと仮定す
る。支出係数の変化量を設定し，経済波及効
果を推計する。
（事例１） 生産額増加の経済活動・環境負荷

への影響
経済循環への影響額を産業や外部的環境保
護活動，内部的処理活動など項目別に与え，
経済波及効果を推計する。
（事例２） 内部的処理活動が活発になる場合

の影響
内部的処理活動は，大気汚染防止や水質汚
染防止などの環境保護活動である。他の財
貨・サービスの生産において，内部的処理活
動の割合が上昇，それ以外の活動の割合が低
下する場合の影響額を計測する。
（事例３） その他産業が中間投入財をリサイ

クル製品へシフトする場合の影響
その他産業の中間投入財のリサイクル製品
の割合が上昇，他の財貨・サービスの割合が
低下する場合の影響額を推計する。
（事例４） 家計がリサイクル製品をより使用

する場合の影響
民間最終消費支出に占めるリサイクル製品
の割合が上昇，他の財貨・サービスの割合が
低下する場合の影響額を計測する。

５ 地域経済統計の整備状況と課題
人口減少など社会潮流の変化に対応した政
策立案や政策評価等への各種統計データの効
果的な活用を促進するため，その指標となる
データの作成，加工を行っている。経済が変
化しているとき，迅速，継続的に追求できる
統計がエビデンスとして求められている。
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地域レベルで考えられる都道府県等におけ
る地域経済統計の整備状況と課題は表 のと
おりである。
県民経済計算の政策への活用に向けて，①

公表値の早期化や，②データの整備・表章改
善といった課題が重要なテーマとなっている。
前者に関して現在兵庫県における速報値の状
況として四半期別県内 速報の作成によ
り，従来，確報 ヵ月後公表が，速報 ヵ月
後公表となり ヶ月短縮となった。この速
報の公表データは，支出系列試算値公表
（ 年度），支出系列公表（ 年度），生
産系列試算値公表（ 年度），生産系列公
表（ 年 月）である。統計的手法による
推計のため，毎年度，確報公表後に推計モデ
ルの精度確認や確報値との乖離度の把握を
行っている。また，兵庫県下の地域ブロック
別経済動向を把握するため「市町民経済計
算」を毎年度 回作成しているが，利用をす
すめるため，市町内総生産速報値を作成し，
確報 ヵ月後公表から速報 ヵ月後公表と

ヶ月短縮した。これにより足下の経済動向
の資料として利用が促進された。
後者に関して，これまで経済構造変化の把
握，阪神・淡路大震災からの復興状況の把握
のため，時系列データ整備を行ったほか，経
済活動中分類など表章の詳細化，関連指標の
整理，提供を行った。ユーザーからニーズの
あるデータを試算，提供や推計方法などデー
タ情報の公開にも取り組み，統計ユーザーへ
の信頼性を高めた。
県民経済計算サテライト勘定の一つである
兵庫県環境経済統合勘定の作成では標準型勘
定表試算値公表（ 年度），標準型勘定表
公表（ 年度），拡大版（産業分類を細分
化）勘定表公表（ 年 月），サテライト
勘定（地域環境経済統合勘定） 乗数分
析ワークシートの作成，公表（ 年 月）
と統計表の拡充や経済分析モデルの提供によ
りデータの利用，新たな分析手法を開発した。
さらに，データ利用分野を広げるため，足
下の景気動向の把握のため，実質成長率（連

表３ 地域経済統計整備状況と課題

区 分 項 目
国 兵庫県 推計レベル 課 題 備 考

作成機関 公表時期 名 称 公表時期 公表 未推
計

早期
化

精度
向上

手法
検討 作成府県

地域マクロ
経済動向

四半期別 速報
（ ）

生産系列 内閣府 － 兵庫 （供給側） ヶ月後 ○ ○ 県
分配系列 内閣府 ヶ月半後 － － ○ ○ なし
支出系列 内閣府 ヶ月半後 兵庫 （需要側） ヶ月後 ○ ○ 県

確報
（国・県民経済計算）

生産系列 内閣府 年後 県民経済計算 年 ヶ月後 ○ ○ 府県
分配系列 内閣府 年後 年 ヶ月後 ○ ○ 府県
支出系列 内閣府 年後 年 ヶ月後 ○ ○ 府県

市町

生産系列 市町民経済計算 年 ヶ月後 ○ ○ 府県
生産系列 （速報値） ヶ月後 ○ ○ なし
分配系列 （確報値） 年 ヶ月後 ○ ○ 府県
支出系列 － ○ ○ 政令市実施

サテライト勘定 環境勘定 内閣府 年表 環境経済統合勘定 年 月 ○ ○ 兵庫，群馬

経済活動
全産業活動指数 経済産業省 ヶ月後 － － ○ ○ なし

鉱工業指数 速報 経済産業省 ヶ月後 県鉱工業指数 ヶ月 日 ○ 府県
予測値 経済産業省 ヶ月後 － － ○ ○ なし

景気動向 景気動向指数（ ） 内閣府 ヶ月後 兵庫 ヶ月後 ○ ○ 府県
景気総合指数（ ） 内閣府 ヶ月後 兵庫 ヶ月後 ○ ○ 府県

産業構造
経済分析 産業連関表

確報 総務省 年後 確報 年 ヶ月 ○ ○ 府県
延長表 経済産業省 年後 延長表 年後 ○ ○ ～ 府県

産業連関分析 － － 分析ワークシート 年 月～ ○ ○ ～ 府県
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鎖方式，固定基準年方式）の提供，阪神・淡
路大震災（ 年 月発生）の復興状況の指
標の把握のため，震災前後比較は固定基準年
方式実質成長率を提供した。さらに，地域別
労働生産性を把握するため就業者 人当たり
市町内総生産の市町別比較，雇用者の所得水
準データ雇用者 人当たり雇用者報酬による
比較，雇用者や企業の地域の所得水準をあら
わす 人当たり県民所得を提供し，統計ユー
ザーのニーズに沿ったデータ加工を行った。
また，地域独自性重視した項目表章，たと

えば，公共サービス，事業所サービス，個人
サービスなどサービス業の細分化など小項目
の特記，地場産業など地域特有の項目表章や
時系列比較，専門サービスなど現行の項目に
はない分類項目の表章や推計，就業者数時系
列データなどを作成し，統計ユーザーに提供
した。

終わりに
ここまで県民経済計算に関する実務的な課

題を中心にまとめてきた。県民経済計算の
データは，地域経済の実態を把握するために
作成，提供される。さらに，数値と数値を組
み合わせて新しい指標を作成することにより，
よりわかりやすい形で現状を把握することが
できる。また，格差や分布の状態を明らかに
することにより，表面にあらわれてこなかっ

た事実を新たに発見することができる。時系
列のデータの推移，足下の成長速度等の推移，
中期的な産業構造変化，県民に分配された付
加価値額と年金等の移転所得の合計である県
民可処分所得の動きなどいくつかの現状分析
ができる。分析を通じてデータに基づかない
印象論による現状分析から，データに基づく
実証へとつなげることができるのである。
地域経済データ作成のメリットとしては，

データに基づく分析により，問題を把握し，
提案事業の存在意義につなげることができる。
さらに，データからいくつかの指標を作成す
ることにより問題の構造分析や特性要因構造
分析が可能となる。これらの客観的なデータ
をもとに問題の認識から政策課題の設定や解
決すべき課題を抽出することができる統計表
や指標の整備によりデータの活用を進める必
要がある。データを整理し地域経済の特徴や
傾向を発見することが経済統計に求められて
いるが，限られたデータによる速報値の精度
の限界を念頭に置きながらデータを利用する
ことが望まれる。
いま，地域レベルの政策への活用を進める
ため，経済統計から地域経済の特徴や傾向を
早期に発見することが求められている。地域
経済統計への信頼を得るためには，統計ユー
ザーに対するより丁寧な説明が望まれる。

注

）推計方法の詳細は群馬県統計課（ ）を参照せよ。
）方法に関して地域経済統計研究会（ ）を参照せよ。
）概要は，芦谷・有吉・宮近（ ）を参照せよ。
） 乗数分析ワークシートに関して を参照
せよ。
）方法論に関して内閣府経済社会総合研究所（ ）を参照せよ。
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Summary

Key Words

地方自治体における統計業務は，国から自
治体への法定受託事務と，自治体の単独事業
からなる。統計業務の大半が法定受託事務と
しての統計業務であり，役所内の統計主管課
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と各事業主管課で分担し対応している。自治
体の単独事業には，県民経済計算，市町村民
経済計算，産業連関表の推計等があり，自治
体が担当係を設け県費を使い作成している統
計になる。
県民経済計算は，県内経済の規模・構造・
水準を捉えるのに不可欠な統計である。しか

佐藤智秋＊
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（ 年版）」（通称：推計マニュアル）にも
とづいて行われている。
現行の「標準方式」と「推計マニュアル」
のいずれも，加除式の資料として配布され使
用されており，部分的な改定が繰り返し行わ
れている。前者は 年の公表時点のもの
がファイル形式で入手可能である。後者は内
部資料扱いになっており，推計手順の細部ま
で記述されたものではないため，地域におけ
る経済状況や推計に必要な統計の整備状況に
よっては担当者が独自に手を加えざるを得ず，
部外者にはさらにわかりにくいものになって
いる。要するに，今現在現場で使用されてい
る推計方法を確認することはできない。国民
経済計算の推計方法が，ある程度公開が進ん
できているのに対し，県民経済計算に関して
は，統計指標を説明する中心になる情報が関
係者以外利用できない状況にある。
第 点目は，県民経済計算の「速報化」に

ついてである。
県民経済計算の確報は， 年度の推計

値の場合，各都道府県において当該期間終了
後約 ～ ヵ月後（翌年 月～翌々年 月）
に公表されている。 都道府県が推計した
ものが，内閣府により取りまとめられ，すべ
ての都道府県分を見渡せるのはほぼ 年後に
なる。利用者は，この指標を最新データとし
て 年間使い続けることになる。県民経済計
算の確報は，県経済の足元を捉えることがで
きないばかりか，場合によっては， サイク
ル前の景気循環をようやく捉えているという
こともある。
こうした中，自治体によっては，確報に先
立ち，速報（早期推計・簡易推計），速々報，
四半期速報（ ）を独自に推計し公表して
いる（一部の自治体は推計のみ）。 年
月時点の状況でみると，速報（ 年度推
計値）は，約 県において当該期間終了後
～ ヶ月で推計されている。速々報（
年度推計値）は，約 県において当該期間終

し，指標の概念規定，推計方法，利用実態等
には，わかりにくい点や不明な点が多い。ま
た，県民経済計算が，各自治体の主体的な業
務となっていることから，各自治体における
統計全般の活用状況，統計担当部署の力量や
県民経済計算の位置づけの違いにより各地で
の推計や活用の状況に差ができている。
芦谷会員が勤務する兵庫県は県民経済計算

の先進県の つである。芦谷会員は同統計課
において長期にわたり県民経済計算を担当し
ており，この統計分野において新たな領域を
開拓するとともに，外部に対し積極的に情報
発信を行ってきている。一般に，自治体の統
計部署の職員は，他の職員同様 年前後で異
動があり，はじめて統計の仕事をする者が，
県民経済計算の推計に当たるというのが通常
である。芦谷会員のような長期の配属はまれ
で，県政への統計利用を重視する県トップの
判断とのことである。
さて，コメンテーターは，実際に現場で推

計作業に当たっている担当者以上に，推計に
関する詳細な情報を持ち得ないので，ここで
は，県民経済計算の推計と活用の全般につい
て，問題点を つ述べることにする。
まず，県民経済計算の「推計方式・方法」

に関してである。
県民経済計算の推計作業は，戦後，県民経

済の立て直しの中で各県の独自の取り組みと
して始まった（当初は県民所得統計）。その後，
国レベルでの国民所得統計・国民経済計算の
改訂に対応しながら県民経済計算の整備が進
んでいく。県民経済計算の推計方式が
に準拠することは，国との比較や地域間の比
較のために必要であるが，現行体系の範囲や
精緻さが，妥当なのか，不十分なのか，あま
り検討されてはいない。
「県民経済計算標準方式（ 年版）」は，
県民経済計算の概要や基本勘定・主要指標の
概念をまとめた解説書に相当する。実際の推
計作業は，「県民経済計算標準方式推計方法
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了後約 ～ ヵ月で推計されている。 は，
約 県で推計が行われており，国の公表値
を利用するため当該期間終了後ほぼ ～ ヶ
月で公表されている。この を推計する自
治体では， の推計値を使い前述の速々報
の推計も行っている。いずれの推計方法も，
おおまかには確報に準じた推計方法と回帰分
析の手法による。
　 については，推計に使える統計データ
の制約から，その後に確報が出た際の改定幅
が大きくなることがあり，利用者は利用に際
し十分な注意が必要である。国の と同じ
ような感覚で扱うことは危険であるが，推計
方法に関する情報が乏しいこともあり，利用
者には理解しにくい。多くの自治体では，
のように包括的ではないがより早く足元

の県内経済動向を捉える経済指標がいくつも
あることや，速報や の精度，推計作業の
負担等も考慮した上で，推計・公表をするか
どうかの判断をしており，都道府県全体をみ
ると現状は必ずしも速報化の方向にあるとは
いえない。兵庫県では，前記のすべての速報
指標が推計されているのであるが，芦谷会員
自身， の精度向上を課題として挙げている。
　第 点目は，県民経済計算の「活用」につ
いてである。
　地域における県民経済計算の目的や役割に
ついては，「県民経済計算によりこうしたこ
とがわかる。地域の計画や政策の策定，各種
経済分析，学術研究に利用される」と各地で
決まり文句のようにいわれている。しかし，
実際の活用と有効性に関しては，十分検討さ

れていない。芦谷会員の要旨にもあるように
「その活用は限られたものにとどまっている」。
　多くの統計担当部署では，自分たちは統計
を提供する側という意識を持っており，たと
え県単事業であっても，予算の出所以外に差
はないようである。業務は，統計の作成ある
いは公表の段階までで終わり，統計を使った
分析にまで踏み込んでいる統計担当部署は少
ない。その先の行政における統計利用では，
使っているとしても，政策と統計がリンクし
ていないとか，初めに結果ありきで統計が都
合よく使われているという状況が当たり前に
なっており，統計が政策を方向づけていく
ケースはなかなかない。
　県民経済計算についても同様のことがあて
はまる。推計担当者の期限までに指標を誤り
なく推計するという負担感ばかりが目立ち，
活用面における各地域の独自の取り組みはあ
まりみられない。県によっては，ホームペー
ジ上に県民経済計算の推計結果とあわせて，
さまざまな調査研究の成果を掲載していると
ころもあるが，こうした事例は少数である。
　第 第 に指摘した問題点が許容されるの
も，推計と活用のつながりが切れている上に，
活用自体も停滞してしまっているからであろ
う。地方自治体における統計行政全般にいえ
るが，今後の展開は，統計作成と活用の領域
が連携を強める中で考えていくことが必要で
あろう。その際，県民経済計算に関しては，
芦谷氏の兵庫県における推計面での経験や提
供する情報が貴重になるであろう。




